第３回河原地域振興会議会議録
日　時　　平成２７年７月１６日（木）

　　　　　午後２時００分から午後５時００分
　　国府町総合支所視察　午後２時００分から午後２時５２分

場　所　　河原町総合支所　第６会議室　午後３時３０分から午後５時００分
〔出席委員〕

竹田　賢一、小谷　加代子、西尾　純、楮原　典子、倉信　敬、竹内　文彦、坂本　悦子、河毛　寛、安木　均、渡邉　初子、奥谷　仁美、安養寺　幸男　以上１２名

〔欠席委員〕

な　し

〔事務局〕

窪田支所長、西尾副支所長、寸村水道局河原営業所長、長谷産業建設課長、谷口市民福祉課長、前田地域振興課課長補佐

会議次第

１　開　会
２　あいさつ
３　報告事項

（１）地域おこし協力隊員の紹介・・・・・・・・【資料１】地域振興監地域振興課
（２）鳥取市の「中核市」への移行について・・・【資料２】中核市推進監
　（３）新本庁舎建設について・・・・・・・・・・（別紙資料1.2）庁舎整備局
　（４）企業誘致に伴う騒音規制区域の変更について・・【資料３】生活環境課
（５）総合支所整備（耐震化）の推進について・・・【資料４】総合支所地域振興課
４　その他
　（１）マイナンバー制度について【資料５】
　（２）国英地区での出前養成講座について「国英地域の宝を発見し活かす」【資料６】
　（３）南ブロック地域振興会議開催について
　　　　８月１８日（火）開催予定　１３：３０

　　　　河原町総合支所　第２庁舎３階　第４会議室

５　閉　会　　　
議事概要
開　会（事務局）　　
会長あいさつ（略）

地域振興監地域振興課
地域おこし協力隊員の紹介【資料１】
山の資源を活用したエコツーリズムの促進（佐治・用瀬・河原・智頭）

前田　泰　隊員自己紹介
中核市推進監

鳥取市の「中核市」への移行について【資料２】説明
委員
現在、鳥取市の人口は２０万人に満たず、５年間で２０万人にする必要があります。何人足りないのですか。

中核市推進監

今現在が１９万３千人です。２０万人に満たなくても、この５年間であれば、中核市に移行できます。その特例期間を過ぎると、その後は、２０万人にならないと移行できないということです。

委員

それは国が認めるのですか。いつ頃認めてくれるのですか。

中核市推進監

県から市に権限を引き継ぐ準備を整えて、国に申請すれば、国が政令で指定することになっています。平成29年の秋頃を予定しています。

委員

財政措置はあるのですか。
中核市推進監

国が制度を整備しているところです。中核市に対しては、普通交付税措置がされるのと、圏域で実施する事業によって、特別交付税の措置があります。

委員

職員の削減が行われていますが、職員の配置等はどうなりますか。

中核市推進監

県から市に移管する事務は6月末現在で、およそ2,200項目です。それを実施するため、職員の数を増やさなくてはいけません。職員を確保するための財源は、中核市に対して国の方から交付税という形で補填されます。今、定員適正化計画をしていますが、それとは別に中核市に必要な人員は確保していかなくてはいけないという考え方をしています。

庁舎整備局
新本庁舎建設について【別紙資料１、２】説明
委員

①事業費の削減に努めると言われているが、何を基準に置いて、縮減されるのですか。また、金額が増減した場合はどういう判断をされるのですか。

②地元企業に対しての発注は何パーセント位の比率を考えていますか。
③ハード面では非常に良くなると思います。庁舎が良くなれば、サービスも良くなるような職員のレベルアップをするように望んでいる。
庁舎整備局
①6月議会におきましても、基本計画を立てるにあたって98億4千万円という金額を提示してもらいました。設計の段階で検討していく中身としては、面積を抑えられるところは抑えて、98億4千万円から少しでも縮減できるところは縮減するということです。

②設計に関して、地元発注を建設委員会で議論しているところです。

③庁舎ができるから職員のレベルアップということではなく、鳥取市は中核市を目指しています。連携中枢都市としての位置付けになってきますので、職員も意識を高めていかなくてはならないと思っています。

委員
合併特例債は、金額が上がってもパーセントは変わらないのですか。

庁舎整備局
金額が変わっても、事業費に対するパーセント（充当率）は変わりません。

生活環境課
企業誘致に伴う騒音規制区域の変更について【資料３】説明
委員

騒音の調査は、市がするのですか。

生活環境課
進出する企業が、工場を稼働前に、独自に基準を超えないようにという配慮はされますが、当然、行政も問題がないということを調査させていただきます。

委員

市民から苦情が出たら、市が来て調査をするという流れですか。

生活環境課
企業の方も調査はされますし、万が一、苦情が出たら、市の方も測定をさせていただきます。
委員

デシベルは、稼働した時の騒音ですか。苦情が出ないと、市は動かないのですか。

生活環境課
工場を稼働した時に規制を超えていたら、指導の対象になります。仮に、規制基準を超えていなくても住民から相談があれば、音を下げるような努力も企業側に求めていくということはします。
総合支所地域振興課
総合支所整備（耐震化）の推進について【資料４】説明
説明のみ、意見なし。
総合支所市民福祉課
マイナンバー制度について【資料５】説明
説明のみ、意見なし。
総合支所地域振興課
「国英地域の宝を発見し活かす」【資料６】説明
説明のみ、意見なし。
総合支所地域振興課
南ブロック地域振興会議開催について
　８月１８日（火）開催予定　１３：３０

　河原町総合支所　第２庁舎３階　第４会議室
閉　会　　
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